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沖縄の離島における旅館業用建物等の取得等に係る確認申請書【記入例】

　沖縄の離島における旅館業用建物等に係る課税の特例を受けるため、下記のとおり取得
等を行った旅館業用建物等が、新・沖縄21世紀ビジョン基本計画における離島の振興に関
する事項に適合するものである旨確認願いたく申請いたします。

申請者

事業者の名称
氏名又は代表者

○○　○○

住所又は所在地 沖縄県○○市・・・

担　当　者 ○○　○○

連　絡　先
電話番号 000-0000－0000

～～～～～@・・・

業　　種
（ご確認の上、✔を
付けてください。）

旅館業に該当する（旅館業許可証を有する）

旅館業法第２条に規定する下宿営業に該当しない

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条
第６項に規定する店舗型性風俗特殊営業に該当しない

国税（法人税・所得税）の特例

県税（事業税）の課税免除等受けようとする特例の種類
（該当するもの全てに✔を付けてく
ださい。） 県税（不動産取得税）の課税免除等

市町村税（固定資産税）の課税免除等

住所又は所在地 沖縄県○○市・・・

事業者の名称
氏名又は代表者

○○　○○

取得等を行った理由・目的等
（別紙にご記載ください。）

（別紙のとおり）

取　得　価　額 ●●

資本金若しくは
出資金の額

●●

取得等を行った建物等の種類

取　得　等　の　態　様

取　得　等　年　月　日

取得等を行った建物等の
住所又は所在地

沖縄県○○市・・・

メール

確認書の必要部数 4 ※全ての特例を受ける場合は４部必要となります。

確認書の
送付先

送付先名称 ○○○○税理士事務所

送付先住所

●●● ●●●●

沖縄県○○市・・・



（別紙）

☑

☑

☑

☑

□

（ ）

室 室

人 人

人 人

その他 （ ）

☑ はい □ いいえ

☑ 取得等のきっかけとなった □ 取得等の時期を早めた □ 投資額を増やした

□ 建物等の容積等を増やした □ 他の支出を増やした □ 借入金の返済額を増やした

□ その他 （ ）

☑ はい □ いいえ・本制度がなければ、今回の取得等は行わなかった。

本制度についてご意見があればご自由にお書きください。

・・・・・・・・・・。

事業者の名称：

担当者：

連絡先：

本制度が取得等に与えた影響等について（該当するもの全てに✔を付けてください。）

・今回の取得等を行うに当たり、本制度（国税・地方税の特例）の存在
が影響した。

・本制度が今回の取得等に与えた具体的な影響

宿泊者数／年 ●● ●●

雇用者数 ●● ●●

取得等による効果の見込み（差支えのない範囲でおよその数を教えてください。）

〔現在〕 〔取得等の後〕

客室数 ●● ●●

今回申請する旅館業用建物等の取得等を行った理由・目的等について【記入例】

取得等を行った理由・目的 老朽化した設備を更新するため。

上記目的の分類
（該当するもの全てに✔を付けてく

ださい。）

宿泊者数の増加を図るため

宿泊日数の増加を図るため

客単価の向上を図るため

ワーケーション等の新たな需要に応えるため

その他

 （自動入力されます）

 （自動入力されます）

電話番号：

メール：

 （自動入力されます）

 （自動入力されます）


